
【基本目標２】健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会
（１）誰もが参加できる健康づくり・疾病予防の推進 P99～P104

★重点取組み
主管課

主な関係部局

健康づくり課

保健福祉部（福
祉課地域支援担
当）

1
生活習慣病の予
防

健康診査や保健指導の受診率向上や、
喫煙による健康被害の回避、高血圧・
糖尿病の重症化予防等に取り組み、生
活習慣病の発症予防・重症化予防の充
実を図ります。
・生活習慣病に関する正しい知識の
  普及啓発
・健診（検診）の周知と、受診環境の
  整備（日時・会場等）
・未受診者への受診勧奨
・生活習慣病予防を目的とした料理
  講習会の開催
・職域や地域等との連携
・医師会及び歯科医師会等との連携
・特定保健指導の効果的な実施

高血圧・糖尿病予防の取組みを重点的に実
施。
・高血圧予防の周知啓発として、健康相談会
やパネル展示を地区公民館等で実施。食生活
改善推進員と協力し、野菜３５０ｇ計量体験な
ど野菜摂取の啓発を健康測定会等で実施し
た。また、減塩レシピ動画を作成しホームペー
ジに掲載。
・糖尿病の周知啓発として世界糖尿病デーに
合わせた本庁舎のブルーライトアップ、ゆめタ
ウン大牟田での専門医による講話や血糖測定
会、健康相談会を開催。また関係機関との連
携による、糖尿病重症化予防連携推進会議を
２回開催。自己血糖測定会を委託し実施。
・子どもを対象とした健康づくりの啓発事業とし
て「減塩」をテーマにゆめタウン大牟田で実
施。
・高血圧症予防啓発のため、特定健診受診者
に対し減塩商品の啓発グッズとチラシを配布。
・大腸がん個別検診の自己負担金の見直し
（1200円→500円）
・荒尾市医療機関への広域化実施（特定健
診、乳がん検診、子宮頸がん検診）
・県内医療機関への広域化（特定健診）
・人間ドックのデータ活用事業の実施
・特定健診受診勧奨をはがきや電話で行うとと
もに、訪問や地域での健康相談会等の際に実
施。また、AIを活用した受診勧奨を実施。
・早期受診者（抽選）及び自己提出者へクオ
カードを進呈
・労働基準協会の職域健診時にパネル展示等
を実施。
・医療機関、歯科医療機関、調剤薬局への特
定健診及び歯周病検診のポスター掲示
・特定保健指導利用率向上のため、利用しや
すいように地区公民館等で開催。夜間健診受
診者を中心に夜間での保健指導を実施。
・国保運動事業を10月から6クール開始。

・がん検診受診
率（平成29年度
の全国平均との
差：胃▲4.5、肺
▲5.2、大腸▲
4.4、乳▲6.7、子
宮頸▲5.1）
目標値：全国平
均以上
実績値：令和6年
度　未定（R5年
度　胃▲1.7、肺
▲2.7、大腸▲
2.4、乳▲5.1、子
宮頸▲5.1）

・特定健康診査
受診率（令和元
年度実績：33.2）
目標値：R6年度
40%
実績値：R6年度
36.8％（5月速報
値）

・特定保健指導
実施率（令和元
年度実績：44.2）
目標値：R6年度
60%
実績値：R6年度
51.0％（5月速報
値）

・がん検診及び特定健診受
診率の向上
・特定保健指導実施率の向
上
・生活習慣病に関する周知
啓発の充実
・生活習慣病の予防及び重
症化予防
・医療機関との連携強化
・職域との連携

引き続き、受診率向上
や生活習慣病の発症予
防・重症化予防等の取り
組みを実施していくとと
もに、健診（検診）の周
知や受診環境の整備、
未受診者への受診勧奨
について新たな取組み
を検討します。

・受診のWeb申込み方法
の変更
・特定保健指導率向上
に向けた医療機関から
受診者への説明
・高血圧症・脂質異常症
未治療者への受診勧奨

継続 無

課題 今後の取組
事業

継続/終
了

R7年度
の

変更点
名称 概要 R6年度実績

実績数値
（％）



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点

1
国民健康保険特
定健康診査及び
特定保健指導

健康づくり課
保険年金課

継続

・取組強化校
区の変更あ
り。
【強化終了】
天領、倉永、
大牟田中央
【新規予定】
中友、吉野、
明治
・受診のWeb
申込み方法
の変更

2

生活習慣病重症
化予防の取組み
（糖尿病性腎症重
症化予防）

健康づくり課
保険年金課

継続

・高血圧症・
脂質異常症
未治療者へ
の受診勧奨

3
後期高齢者健康
診査

保険年金課 継続 無

4
20代30代健康診
査及び20代30代
保健指導

健康づくり課
保険年金課

継続
・受診のWeb
申込み方法
の変更

5
国民健康保険歯
周病検診

健康づくり課
保険年金課

継続

・受診券を圧
着はがきに変
更
・受診開始を
７月から6月
に変更

後期高齢者の生活習慣病の発症や
重症化の予防をするため健康診査
を行います。また、健診結果等から
導かれる健康課題を把握して、効果
的かつ効率的な保健事業を実施す
ることにより、被保険者の健康の保
持増進を図ります。【実施主体：福岡
県後期高齢者医療広域連合】

【健康診査】
　対象者：後期高齢者医療制度に加入している被保険者
　実施期間：令和６年４月から令和７年３月
　実施方法：個別健診と集団健診
　対象者：20,594人
　受診者：4,535人
　受診率：22.02％

※R６年度から、健診結果を活用した保健事業は、「26　高
齢者と保健事業と介護予防の一体的な実施」で行いまし
た。

若い世代から生活習慣病の予防に
取り組むことで、将来的な医療費の
適正化にも資することから、国民健
康保険被保険者の20代30代に対し
特定健診同様の「健康診査」及び
「保健指導」を実施します。

受診者は257人（受診率10.0％）
夜間の電話による受診勧奨を実施。
保健指導対象者　54人（重症化は除く）
　　　　　実施者数　40人（電話指導を含む）。(実施率
74.1％)

生活習慣病と関連する歯周病検診
を実施し、特定健診の受診率の向上
と、口腔内の健康維持を図ります。

R6年度特定健診対象者へ受診券を送付。
受診期間の延長（期限を2月末→3月末）
対象者数15,188人
受診者　　1,440人（受診率9.5％）

内容 R6年度実績

糖尿病等の生活習慣病の発症や重
症化予防のため「特定健康診査」を
行い、健診結果に応じて自らの健康
状態を理解し、生活習慣改善のため
の自主的な取組みを継続的に行うこ
とができるよう「特定保健指導」を行
います。

特定健診受診者数 5,530人（受診率  36.8％）
特定保健指導数 　251人（実施率  51.0％）
（令和 7年 5月時点速報値）
取組強化校区（天領・倉永・三池・大牟田中央・玉川）につ
いては、集団健診の結果説明会を実施。
集団健診における特定保健指導は、健診事業者へ委託。

生活習慣病が血管の老化を進行さ
せ、脳卒中、心筋梗塞、腎不全等を
発症させることから、早期に介入し
重症化の予防を図り、国民健康保険
被保険者の生活の質（QOL）の向上
と医療費の適正化を図ります。

重症化予防事業：一定の基準値を超える特定健診受診者
に対し、保健指導を実施しました。さらに糖尿病性腎症重
症化予防プログラムに沿って必要な対象者には医療機関
と連携し約3ヶ月間のフォローを実施しました。
　・糖尿病性腎症重症化予防対象者：72人、
    保健指導数41件、電話相談9件、資料送付5件、
    継続フォロー7件 。
　・医療機関と連携しました重症化予防プログラム実施数
12件
糖尿病予防教室を開催（9人参加）
高血圧予防教室を開催（19人参加）



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

6
後期高齢者歯科
健診

保険年金課 継続 無

7 がん検診 健康づくり課 継続
・受診のWeb
申込み方法
の変更

8
肝炎ウイルス検
診

健康づくり課 継続 無

9
健診（検診）未受
診者受診勧奨

健康づくり課
保険年金課

継続 無

10 未精検受診勧奨 健康づくり課 継続 無

11
ICTを活用した健
康づくり推進事業

健康づくり課 継続 無

12 フレイル予防事業 健康づくり課 継続 無
フレイル＊状態にならないために、
高齢者へ、フレイル予防に関する事
業を行います。

大牟田文化会館（大牟田みんなの健康展）とゆめタウン大
牟田でフレイル予防測定会を開催しました。（延べ参加者
245人）
また、おおむたアリーナでフレイル予防運動教室「よかトレ
教室」を3か月×4クラス実施しました。（参加者55人）
さらに、eスポーツ体験講座を市民協働部と連携して7地区
公民館で実施しました（参加者140人）。

国保特定健康診査、がん検診等の
未受診者に対し、受診勧奨を行いま
す。

・健診（検診）受診勧奨　　電話4,644件、郵便11,391通
・受診勧奨業務委託：AIを活用した効果的な勧奨はがきの
送付　　23,805通
・5歳刻みの節目年齢者へ5がん受診勧奨DM送付（7,524
通）
・訪問219件、健康相談会等の各事業において受診勧奨
を実施

精密検査の未受診者に対し、受診
勧奨を行います。

がん検診精密検査未受診者（205人）へ受診状況の確認
アンケートを実施しました。
　回答者151名。うち未受診者55人
　未回答者54人へは訪問にて受診状況確認しました。
　うち未受診39人に対し受診勧奨を行いました。

健康づくりや介護予防に関心の薄い
人が、関心を持ち、健康づくりや介
護予防活動に取り組むきっかけをつ
くるとともに、継続的な活動を促すた
め、ICT（健康アプリ等）を活用した事
業を促進します。また、動画やSNS
等を活用した健康情報の発信等を
行います。

ふくおか健康ポイントをアプリを活用し、健康づくりや介護
予防事業の情報発信を行いました。
イオンモール大牟田でウォーキング推奨事業「歩こうフェ
ア」を開催し、ふくおか健康ポイントアプリを使用したイベン
トを実施しました。（延べ参加者214人）
ふくおか健康ポイントアプリ登録者数1,866人（R7.3月末時
点）

76歳の人を対象に、口腔機能の低
下や肺炎等の疾病を予防するため
口腔内の衛生状態や口腔機能を確
認します。【実施主体：福岡県後期高
齢者医療広域連合】

【歯科健診】
　対象者：７６歳～８０歳になる被保険者
　実施期間：令和６年６月から１２月
　実施方法：個別健診
　対象者：7,736人
　受診者：526人
　受診率：6.8％

がん検診の意義についての情報提
供を行い、がん検診（特に標準化死
亡比が高い肺がん・大腸がん・乳が
ん）の受診率向上を図ります。

・校区まちづくり協議会との連携による封筒でのけんしん
案内を見直し、A４一枚とし広報と同時配布　19校区：
52,660通
・集団検診を34回実施
・総受診者数（集団・個別含む）12,673人
　内訳：胃がん1,901人、大腸がん4,271人、肺がん2,656人
　　　　　子宮頸がん2,101人、乳がん1,744人

肝がん対策として、肝炎ウイルス検
診の推進を図ります。

40歳で今まで検査を受けたことがない952人に対して無料
クーポン券を送付し、うち54人が受診しました。利用率
5.7％



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

13
介護予防普及啓
発事業

健康づくり課 継続 無

14
介護予防把握事
業

健康づくり課 継続 無

15
ライフステージ＊
ごとの健康づくり

健康づくり課 継続 無

16
身体活動・運動関
連事業

スポーツ推進室 継続 無

17 睡眠関連事業 健康づくり課 継続 無

18 飲酒関連事業 健康づくり課 継続 無

19 喫煙関連事業 健康づくり課 継続 無

飲酒が健康に与える影響や適正飲
酒に関する知識の普及啓発を行うと
ともに、飲酒による健康問題に関す
る支援に取り組みます。

SLPに参加することで、SLP作成の啓発資材を活用した普
及啓を実施しました。

喫煙が健康に与える影響や受動喫
煙の影響などの知識の普及啓発を
行うとともに、禁煙を希望する市民
への支援に取り組みます。

SLPや関係団体が作成する啓発資材を活用し、普及啓発
を実施しました。また、ホームページやSNSで世界禁煙
デーについて啓発しました。
加えて、特定保健指導対象者へ喫煙の影響に関するチラ
シを配布し、禁煙を促しました。

健康的な生活を送るために、ライフ
ステージ＊に応じた分野ごと（妊産
婦期、子ども世代、若者世代、壮年
世代、高齢者世代）の施策の推進を
図ります。なお、妊産婦期、子ども世
代の健康づくりについては、子ども・
子育て支援事業計画に基づいた取
組みを行います。

各ライフステージに応じた事業を実施しました。
（計画P202～203に掲載している各事業項目を参照）

大牟田市スポーツ推進計画に基づ
いた健康づくりの取組みを行いま
す。

R5年度から14年度までを計画期間とする、新たな「大牟田
市スポーツ推進計画」に基づき、各施策・事業を展開する
ことで、各種スポーツ活動の機会を提供しました。

睡眠による休養を十分にとるための
普及啓発を行います。

厚生労働省が実施するスマートライフプロジェクト(SLP)に
参加することで、SLP作成の啓発資材を活用した普及啓発
を実施しました。

高齢者の健康と健康寿命の延伸を
図るため、よかば～い体操普及教室
や歯にかみ教室、筋力アップ教室等
の介護予防事業を実施します。

よかば～い体操（2,308回、延参加者数22,018人）、歯にか
み教室（1回教室：5回 延67人、3回教室：1回 延20人 出前
講座：3回 延38人）、転倒予防教室（13回、延82人）を実施
しました。

フレイルチェック等の結果データ等を
活用し、要介護やフレイル＊の状態
になる可能性の高い人を把握し、適
切な予防事業につなげます。

後期高齢者の健診で質問票を用いた問診を実施し、高齢
者特性を踏まえた健康状態を把握しました。
［実施主体：後期高齢者医療広域連合］
質問票の結果を活用し、身体的フレイルの可能性がある
人へ介護予防事業の案内を送付しました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

20
歯・口腔の健康に
関する事業

健康づくり課 継続 無

21
こころの健康に関
する事業

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

22
大牟田市地域健
康推進協議会と
の連携

健康づくり課 継続 無

23
健康づくり地域活
動の推進

健康づくり課 継続 無

24
ふくおか健康づく
り県民運動の推
進

健康づくり課 継続 無

25
保健センターの整
備

保健福祉総務課 終了

26
高齢者の保健事
業と介護予防の
一体的な実施

健康づくり課
保険年金課

継続

実施校区を3
校区増の8校
区とします。
ハイリスクア
プローチに糖
尿病重症化
予防事業を新
たに追加実施
します。

ふくおか健康づくり団体・事業所宣
言への事業所登録の推進やふくお
か健康づくり県民運動発信サイトを
活用した情報発信等により、県民運
動の推進を図ります

県民運動の取組みの１つである「ふくおか健康ポイントア
プリ」の活用およびアプリの特典協力店の募集について、
広報に掲載し、SNS等で情報発信を行いました。

令和2年4月の保健センター開設に
伴い、施設の機能の充実を図るとと
もに、利用する市民にとって使いや
すい施設となるよう整備を行います。

高齢者の医療・介護等のデータを活
用した個別的な支援や介護予防活
動へ医療専門職が積極的に関わる
取組み等を行います。

5校区の後期高齢者に向けて実施。（大牟田中央・倉永・
三池・玉川・天領）
【ポピュレーションアプローチ】
　対象校区の通いの場にて、健康教育及びフレイル測定
会を実施。14団体26回延べ287人に実施。
【ハイリスクアプローチ】
　過去2年間に健診・医療・介護を利用していない人へ訪
問し、生活状況や健診受診勧奨を行いサービスを必要と
している人がいれば必要な機関へつなぐもの。5校区65人
に対し訪問を行い、50名面談完了。そのうち包括支援セン
ターへ情報提供を行った件数は2件。

こころの健康づくりに関する知識の
普及啓発を行います。

自殺対策と合わせて、パンフレットの配架やホームページ
を活用した周知を実施しました。

大牟田市地域健康推進協議会が実
施している「健康づくり市民大会」や
「大牟田みんなの健康展」を支援し、
健康づくりに関する全市民的行事と
して充実を図ります。

「ワンヘルス！ヒト＝動物＝地球」をテーマに「健康づくり
市民大会」を開催しました。（来場者約250人）
「大牟田みんなの健康展」では医師をはじめとした各種専
門職による相談コーナーや企業・団体の展示等、健康に
関する様々なコーナーを出展しました。（来場者約1,500
人）

校区まちづくり協議会、校区町内公
民館連絡協議会などに対する地域
ごとの健康に関する情報の積極的
な提供を行い、健康づくりの取組み
に対する支援を行います。

一部のまちづくり協議会において、校区住民の健（検）診
の受診状況や医療費等の健康づくりに関する情報を提供
しました。また、地域での健診実施や出前講座、校区まち
づくり交付金のメニュー設定などにより取組みの支援を行
い、地域健診推進事業として19校区で実施しました。

「歯と口の健康週間」や「いいな、い
い歯」の週間などを活用し、関係機
関、関係団体と連携して歯・口腔の
健康づくりに関する知識の普及啓発
を行います。

・「歯の祭典」を開催し、よい歯の親子・園児・児童・生徒・
高齢者を選出し、表彰しました。また、小中学校から応募
のポスター作品の入賞作を選出し、表彰・展示しました。
・「いいな、いい歯。」週間に歯と口の健康セミナーを実施
しました。
・各週間に合わせて、広報で周知活動をしました。
・歯の健康フェア・みんなの健康展で、歯科健診・フッ化物
塗布・歯みがき指導などを実施しました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

新規
事業

地域保健活動の
推進

健康づくり課 継続
対象校区の
拡大

個人及び地域全体の健康の保持増
進及び疾病の予防を図るため、地区
を担当する保健師・管理栄養士が地
区の実情を把握し、健康課題に応じ
た保健活動を推進します。

昨年の4つの小学校区に１校区追加し、5校区について保
有するデータ等の分析を行い、校区まちづくり協議会の役
員等と共有しました。また、地域の状況について話を伺
い、実態の把握に努めています。さらに、サロンや地域の
行事に参加し、血圧等の測定や健康相談会を実施ししま
した。加えて、健診や医療を受けられていない人に対し、
健康状態確認のための訪問を実施しました。



【基本目標２】健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会
（２）食育に関する実践力向上 P105～P108

★重点取組み
主管課

主な関係部局

健康づくり課

市民協働部
（生涯学習課）
産業経済部
（農林水産課）
保健福祉部
（子ども家庭課）
教育委員会
（学務課）

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点

1
妊婦や乳幼児の
栄養相談

健康づくり課
子ども家庭課

継続

１歳６か月児
及び３歳児健
診時の栄養
指導を全員へ
変更

2 離乳食教室
健康づくり課
子ども家庭課

継続 無

3
幼児のための食
育教室

健康づくり課 継続 無

4
食育アドバイザー
講座

健康づくり課 継続 無

1
栄養バランスに配
慮した食生活の
普及

各ライフステージ＊に応じた取組みによ
り、栄養バランスに配慮した食生活の普
及を図ります。特に、子どもや若者世
代、子育て期への周知啓発を強化しま
す。
・妊娠届出時、乳幼児歯科健診時に
  おける周知
・地域で開催する料理教室・講習会など
  での周知
・栄養バランスに特化した料理教室の
  実施
・食育イベントなどでの周知
・情報媒体を利用した周知

・妊娠届出時の栄養相談・指導・・・441件
・乳幼児歯科健診時の栄養相談・指導
  ・・・279件
・地域で開催する料理教室・講習会
  ・・・5件（出前講座）
・栄養バランスに特化した料理教室
  の実施・・・1件（食育アドバイザー講座）
・食育イベントなどでの周知・・・4件（
  親子料理教室、食育フェア、
  伝統料理教室、若者向け料理教室）
・情報媒体を利用した周知・・1件
  （広報おおむた）

実績：
47.2％

※主食・主
菜・副菜を
そろえて1
日2回以上
毎日食べる
市民の割
合

【目標値：
50％】

周知・啓発の強化

引き続き、各種健診時や地
域での出前講座、食育フェ
ア、料理教室などで、食に関
する周知啓発を実施していき
ます。

継続 無

課題 今後の取組
事業

継続/終了
R7年度の
変更点

名称 概要 R6年度実績
実績数値

（％）

食育に関する講話と調理実習を保
育所・子ども園食育担当者に行い、
間接的に幼児の食育推進を図りま
す。

3月14日（金）に幼児食教室を実施しました。
参加者12名（11保育所）
≪献立≫
・ぶりの味噌煮
・ポテトサラダ
・焼きのりスープ
・おにぎらず
・ブラウニー

参加者が食育に関する講義と調理
実習等を通して知識を習得し、ボラ
ンティアとして活動できる人材を養成
します。

10月9日～11月28日の期間で食育アドバイザーを計8
回実施しました。
・講義と調理実習6回
・参加者12名

内容 R6年度実績

妊娠届、1歳６か月児・３歳児歯科健
診、育児教室等の際、栄養相談を実
施します。

・妊娠届・・・441件
・1歳6ヶ月児・・・146件
・3歳児・・・133件
・栄養相談・・・39件（個人）、187人（集団）

離乳食の説明と調理実習を通して乳
児期の栄養改善と保護者に対する
健康教育を行います。

健康教育を12回、66人に対して実施しました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

5
食生活改善推進
員への活動支援・
研修

健康づくり課 継続 無

6
食育のボランティ
ア活動支援

健康づくり課 継続 無

7 食育講座 健康づくり課 継続 無

8
地区公民館にお
ける食育講座

地区公民館（生涯学
習課）

継続 無

9 食育の啓発事業 健康づくり課 継続 無

10 食の環境整備 健康づくり課 継続 無

６月の食育月間や９月の食育フェア
及び大牟田みんなの健康展におい
て、講演や展示、体験ブース設置等
により、食育の啓発事業を実施しま
す。

啓発資材の作成や啓発事業に取り組みました。
・健やか住みよか食育フェア、大牟田みんなの健康
展を9月8日（日）に開催し、来場者1,000人のうち食育
体験ふりかけ280人、減塩だしの飲み比べ300人。バ
ランスの取れた食事展示及び減塩展示、カロテノイド
測定136人、栄養相談を行いました。

ふくおか食の健康サポート店などの
登録を通じて、健康的な食が提供さ
れる環境づくりを目指します。

食の健康サポート店について市ホームページ記事を
作成。市内の飲食店２軒を訪問し、制度の紹介と登
録の説明を行いました。

おおむた食育応援隊の活動支援等
を通じて、健康料理についての知識
や技術の普及を図ります。

登録の更新を促すとともに、森山管理栄養士による
「フレイルにならないための食事」（食改善の研修会）
について、研修会の案内を送付しました。

出前講座などの依頼に応じて、子ど
もや妊婦、高齢者など各世代への食
生活全般の講義と調理実習などを
実施します。

まちづくり交付金事業を活用した講座等を実施しました。
・校区４カ所（大牟田中央・手鎌・みなと・倉永校区）・・・72
名
・白川幼稚園の保護者・・12名
・天領保育所でのカロテノイド測定及び野菜の話・・・51名
・倉永小学校でのカロテノイド測定及び減塩の話・・・89名
・大牟田中央校区サロンより依頼の出前講座・・・10名
・親子料理教室（いなり寿司・巻きずし・すまし汁）・・・
　6月16日10組（20名)、7月7日13組(28名)
・伝統料理教室（さばのみそ煮・だし巻き卵）・・・19名
・若者世代へ向けた料理教室（おにぎらず、豚汁）・・・8名

子どもの体験講座や家庭教育講座
等において、食育講座を実施しま
す。

6地区公民館で7講座実施

食生活改善推進員協議会会員に対
して研修会を実施し、同会員の資質
の向上と地域住民の食改善を図りま
す。

会員研修として、講演と調理実習を2回実施しました。
【講演①】
・7月25日、参加者・・・27名
講師：福岡県栄養士副会長　森山　美加代
・演題：「フレイルにならないための食事について」
【調理実習①】
「脳の老化を予防する食事」
・7月3日、参加者・・計16名
【調理実習②】
「筋力アップの食事」
・2月19日、参加者・・計15名



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

11
学校給食週間行
事

学務課 継続 無

12
給食だより（食育
だより等）の発行

学務課 継続 無

13
農業収穫体験と
食育講演

農林水産課 継続 無

14 親子料理教室 農林水産課 終了

15
幼児向け環境学
習

環境業務課 継続 無

16
食品ロス削減に
関する事業

環境業務課 継続

飲食店から発
生する食品ロ
ス削減を促進
するため、市
内の「食べ残
しの持ち帰り」
に協力いただ
ける飲食店に
対して、市が
作成する「食
べ残し持ち帰
りボックス」を
提供すること
で、飲食店と
連携して意識
啓発を図りま
す。

新規
事業

幼児を対象とした環境学習では、３R
の紙芝居や簡単なクイズを行いま
す。幼児を通して家庭での環境に対
する意識向上を醸成するため、幼児
ができるような「３Rに関する行動」の
一つとして「食べ残さない」ことを紹
介します。

小浜保育園、日の出保育園、天領保育所、上官げん
きもりもりハウス（計４回）

家庭における食品ロスを削減するた
め、冷蔵庫や保管場所の在庫確認
と必要な量だけの食材購入、食べき
れる量の料理をつくるなど「食べきり
運動」を推進します。また、飲食店等
を通じて市民の関心を高めるため、
料理の量の調節や料理の持ち帰り
への対応など、食品ロスの削減に協
力する店舗の拡大を図ります。

・講習会や出前講座、イベント等において、食品ロス
の現状や対策について周知・啓発（4回）しました。
・イベントや講習会、環境業務課窓口等において食品
ロス啓発チラシ及び削減グッズを配布しました。（グッ
ズ配布：198個）
・食品ロス削減に協力する店舗の拡大（県が実施す
る『食べ物余らせん隊登録』）については未実施。

小学校・特別支援学校＊・中学校の
保護者等に対し、学校給食や食に
関する情報を発信し、家庭における
食生活の改善などに役立てます。

小学校、特別支援学校、中学校において、年１１回、
給食だより（食育だより等）を発行し、保護者等に対し
て学校給食や食に関する情報を発信しました。

幼稚園の園児とその保護者に対し
て、農業体験（ぶどう・みかん収穫体
験）等を行うことにより、農業と食に
ついて理解を深めます。

ぶどう収穫体験と食育講演（8月24日）
園児13人、保護者13人参加
みかん収穫体験と食育講演（11月22日）
園児22人、保護者20人参加。

小学生とその保護者に対し、生産者
が講師となり料理教室を行うことに
よって、農業と食について理解促進
を図ります。

コロナ禍以降中止　　→終了

学校給食のポスター・標語展、給食
試食会、レシピコンテスト等の諸行
事を開催し、学校給食について啓発
します。

1月の学校給食週間に合わせ、学校給食のポスター・
標語展、給食試食会、レシピコンテスト等の諸行事を
開催し、学校給食についての啓発を行いました。ま
た、R6年度の学校給食レシピコンテストは、R5年度に
引き続き、大牟田市農商工連携推進員会と共催し、
入賞作品を市内の協力店で販売しました。



【基本目標２】健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会
（３）誰もが住み慣れた地域で暮らし続けるためのサービスの提供 P109～P114

★重点取組み
主管課

主な関係部局

福祉課（総合相談
担当、地域支援担
当、障害福祉担当、
介護保険担当）

市民協働部（地域コ
ミュニティ推進課）
都市整備部（建築
住宅課）
保健福祉部（子ども
家庭課、子ども育
成課）

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点

1
在宅医療・介護連
携推進事業

福祉課（総合相談担
当）

継続 無

2
生活福祉資金貸
付事業

福祉課 継続 無

3
障害児・者への障
害福祉サービス
の充実

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

1
在宅生活を支え
る体制の整備

どのような状態になっても、望んだ場所での
生活を続けることができるように、在宅医療
と介護・障害福祉サービスの連携強化等を
進めることで、在宅生活を支える体制づくり
に努めます。
・医療と介護の連携促進
・生活支援体制の充実
  （生活支援体制整備事業）
・居宅サービスの現状把握と課題への対応
・在宅で看取りができる体制の充実

【福祉課総合相談担当】
●在宅医療・介護連携推進事業
・R6年度は、大牟田市在宅医療・介護連
携推進協議会において、R5年度に策定し
た「在宅医療・介護連携ビジョン」に基づく
取り組みを明確化するため協議会を構成
する関係機関にヒアリングを行い検討しま
した。
・もしものときにに備え、自分の意思を考
えるきっかけづくりとして意思決定支援の
推進に取組みました。
●生活支援体制整備事業
・各地域包括支援センターに生活支援
コーディネーターを配置し、住民の生活課
題に対し、地域の社会資源と生活ニーズ
のマッチングに取組むなど、生活支援体
制整備の充実に努めました。

実績：
47.7％

※将来介
護が必要
になった
場合、もし
くは今後も
介護を必
要とする
場合、自
宅で過ご
したい市
民の割合

【※参考
目標値：
68％】

【福祉課総合相談担当】
・在宅医療・介護連携ビジョ
ンに掲げる、在宅医療と介護
の連携が必要な４場面のあ
るべき姿が実現できるよう、
取組を進める必要がありま
す。
・意思決定支援について、市
民啓発の取組を一層進める
必要があります。

【福祉課総合相談担当】
・在宅医療・介護連携ビジョ
ンに掲げる４場面のうち、入
退院支援の場面における連
携に必要な情報の共有のた
めの取組を進めます。
・意思決定支援について市
民啓発に一層取組みます。

継続 無

課題 今後の取組
事業

継続/終了
R7年度の
変更点

名称 概要 R6年度実績
実績数値

（％）

障害児・者に、訪問介護、行動援
護、生活介護及び短期入所等の障
害福祉サービスの適切な利用の促
進を図ります。また、グループホーム
などの住まいの場の整備の支援を
行います。

利用者数　居宅介護　345人　重度訪問介護　7人
同行援護　45人　行動援護　8人　生活介護　369人
施設入所支援　216人　短期入所　24人　療養介護
32人

内容 R6年度実績

この事業に取り組むことで、最期ま
で住み慣れた地域で暮らし続けるこ
とができる体制の構築を目指しま
す。

・大牟田市在宅医療・介護連携推進協議会（1回）、企
画実行委員会（３回）を開催しました。
・多職種連携研修会(1回)及び多職種連携事例検討
会(1回)を開催し、延べ200名の参加がありました。
・市民への意思決定支援のため、座談会を開催(1回)
し、46名の参加がありました。

低所得者・障害者・高齢者等の世帯
へ、経済的自立と生活意欲の助長・
促進を図ることを目的に、生業、住
宅、災害、福祉、就学、緊急小口、
離職等の各種資金の貸付相談受付
を行います。
【実施主体：市社会福祉協議会】

相談件数164件、貸付決定件数53件、貸付金額
26,001千円
新型コロナウイルス特例貸付借受人への相談対応
延べ776件、自宅訪問における面談54世帯



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

4
共生型サービス
の普及

福祉課（介護保険担
当、障害福祉担当）

継続 無

5
障害者の日中活
動の場の充実

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

6
グループホーム
の整備促進

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

7
日常生活用具給
付事業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

8
特別障害者手当
等の制度の周知

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

9

重度障害者医
療、自立支援医
療（更生医療、精
神通院医療、育
成医療）制度の周
知

子ども家庭課

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

10
地域移行支援事
業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

11
障害者福祉のし
おりの充実

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

障害者が医療機関を受診した場合
に、医療費の自己負担相当額の一
部を助成する各種医療制度につい
て、障害者福祉のしおりやホーム
ページ等により周知に努めます。

福祉課（障害福祉担当）
〈精神通院医療・更生医療〉
障害福祉のしおりやホームページ等により周知しまし
た。

障害者支援施設を利用する人が安
心して地域で生活できるように、地
域移行支援計画の作成、相談によ
る不安の解消、外出への同行支援、
住居確保、関係機関との調整等を行
うなど、地域生活への移行支援を推
進します。

※地域移行支援及び地域定着支援は利用がありま
せんでした。

障害者制度の全般についてまとめ、
毎年発行している障害者福祉のしお
りについて、改正の内容をわかりや
すくするなど内容の充実に努めま
す。

障害者福祉のしおり、広報おおむた及びホームペー
ジにて制度の説明を掲載しました。また、手帳交付の
際に、制度等の簡単な説明を行っています。

施設から地域移行のワンステップと
して、また、自立した生活ができる場
の確保を図るため、グループホーム
の整備促進に努めます。

利用者数　共同生活援助（グループホーム）　243人

日常生活上の便宜を図るために重
度障害者等に給付する日常生活用
具について、その利用を促進しま
す。

【給付実績】介護・訓練支援用具　5件　自立生活支
援用具　13件　在宅療養等支援用具　12件　情報・意
思疎通支援用具　40件　排せつ管理支援用具　2,750
件

特別障害者手当等の制度を紹介し
た障害者福祉のしおりやホームペー
ジ等により、各種手当制度の周知に
努めます。

障害者福祉のしおり、広報おおむた及びホームペー
ジにて制度の説明を掲載しました。また、手帳交付の
際に、制度等の簡単な説明を行っています。

地域資源である高齢者福祉施設（小
規模多機能型居宅介護事業所等）
を障害のある人が利用した場合に、
障害福祉の給付対象とすることや、
障害福祉又は介護保険のいずれか
の指定を受けた事業所がもう一方の
制度の指定を受けられるよう設けら
れた共生型サービスを給付し、その
利用を促進します。

市内の共生型サービス事業所数　生活介護　２か所

障害福祉サービスに加え、地域活動
支援センターの利用を促進するな
ど、多様な日中活動の場の充実に
努めます。

地域活動支援センター　Ⅰ型２か所　Ⅱ型１か所　Ⅲ
型１か所



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

12
知的障がい児・者
医療支援プロジェ
クト

学校教育課指導室
福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

13
自立訓練等の訓
練等給付

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

14
養護児教育・保育
等事業費補助事
業

子ども育成課 継続

保育所等は
補助基準額
の見直し

学童保育所
（クラブ）は障
害児の定義
の見直し

15
特別支援教育支
援員活用事業

学校教育課 継続 無

16
医療的ケアの実
施

学校教育課指導室 継続 無

市立小・中学校において、発達障
害、肢体不自由等の障害がある児
童生徒の学校生活上の介助や学習
活動上の支援を行うため、特別支援
教育支援員の派遣を行います。

市内全ての小中学校の支援を必要とする児童生徒
に対して、９７名の特別支援教育支援員を配置し、学
習支援及び学校生活の支援を行いました。

大牟田特別支援学校に在籍する医
療的ケアを必要とする児童生徒に対
応するため、看護師資格を有する非
常勤職員を配置し、安全な教育環境
の整備を図ります。

大牟田特別支援学校の医療的ケア児５名に対し、３
名の看護師を配置し、安全な教育環境の整備を図り
ました。

知的障害児・者が身近なところで円
滑な医療受診ができるために、医療
機関の受け入れ体制の構築や医療
内外の環境整備、また、市民への周
知啓発、特別支援学校＊をはじめと
する教育機関での医療教育の実施
などについて、当事者の家族、行
政、教育関係、医療関係者、市社会
福祉協議会等で連携して取り組みま
す。【実施主体：市社会福祉協議会】

大牟田特別支援学校の取組として、歯の健康教室と
救急車見学を実施しました。

障害者が医療機関を退院し、地域又
は施設へと移行する際に、引き続き
維持的リハビリテーションに取り組め
るように、障害者福祉のしおりや広
報等を通じて、関係機関及び対象者
への情報提供を行い、自立訓練等
の訓練等給付の利用による社会復
帰を支援します。

自立訓練（生活訓練）　21人　自立訓練（機能訓練）
0人

障害があるなど、特別な配慮を要す
る児童が身近な地域で保育所や学
童保育所（クラブ）等の利用ができる
ようにし、一般の児童とともに集団保
育・生活を行うことで、児童の心身の
発達の助長、福祉の推進を図りま
す。

・認定こども園・幼稚園（1号認定児童）
補助申請施設数　1施設
補助対象児童数　1人
配置職員数　　　　1人

・保育所・認定こども園（2・3号認定児童）
補助申請施設数　　6施設
補助対象児童数　　14人
配置職員数　　　　　14人

・学童保育所・学童クラブ
補助申請施設数　　18施設
補助対象児童数　　10人
配置職員数　　　　　19人



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

18

もの忘れ予防普
及啓発事業（脳の
健康チェック・もの
忘れ相談会）

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

19
認知症ケアパス
の活用

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

継続

より実効性の
高い排せつケ
ア相談員養成
するために、
研修のカリ
キュラムを見
直し、実践研
修に係る時間
数を増やしま
す。

また、専門職
のスキルアッ
プを図るた
め、事業所向
けの出前講
座は、単発研
修に加え、
「複数回の研
修と利用者の
個別事例のア
セスメント」形
式でも実施し
ます。

認知症ケアパスを活用し、認知症の
人と家族の支援を行います。

本人や家族への説明の際の資料等に活用できるよう
に、認知症ケアパスを地域包括支援センターや各医
療機関等に配布しています。

17

排せつケア推進
事業・介護用品給
付事業

排せつケアについて、市民または医
療・介護の専門職を対象とした研修
会や相談会を定期的に開催し、必要
な情報や知識・技術の普及啓発を行
います。また、排せつケア相談員養
成研修会を開催し、専門的な排せつ
ケアを医療・介護・在宅の現場で実
施することができる人材育成を行い
ます。
排せつケア相談員を各小学校区に１
名以上配置できるよう取組みを行い
ます。
給付申請者全員に、排せつケア専
門看護師が訪問調査を行い、個々
の状態に適した紙おむつやパッドの
給付を行います。

福祉課（総合相談担
当）

【コンチネンスケア推進事業】
※R6から事業名称を「排せつケア推進事業」から「コンチネン
スケア推進事業」へ変更
1．市民対象
○「排尿・排便トラブル予防教室」の実施（毎月）
　介護予防の推進、介護度の現状維持及び改善、健康寿命の
延伸を目的に、最新の予防・治療・ケアの講話と予防体操等を
実施しました（参加者137名）。
○「市民向けフォーラム」の実施（年1回）
　排せつ障害の分野で世界的に活躍している医師を講師とし
て、最新の予防・治療・ケアの講演及び、参加者の意見や質
問に対する医師や専門職によるアドバイスを行いました。併せ
て、排せつケア関連の企業による展示・情報提供を行いました
（参加者147名）。
○排せつ全般に対する個別相談対応（随時）
　本人の尊厳を支え、本人・家族・支援者の生活の質の向上を
目的に、排せつに関する相談に対し、自宅・施設・病院・サー
ビス事業所への訪問相談を1名に対し必要な回数行いました
（来庁6名、訪問66名、計72名）。
○介護者向けの排せつケア講座（5回連続講座・フォローアッ
プ、年1回）
　排せつ介護の知識や技術の習得の他、ピアカウンセリング
や介護者のサロン的な場作りも目的に開催しました（10名）。
2．専門職対象
○排せつケア相談員養成研修（R6年度：4期生）
　排せつ障害に関し本人本位のケアやスタッフの指導ができる
専門職を養成し、各地域に排せつ相談窓口の開設を目指して
実施しています。1，2, 3期生に対してはスキルアップ研修を7
回実施しました。（4期生７名養成、1～4期生、計29名）
〇「排せつ支援加算」事業所向け研修会（年１回）
　事業所支援とコンチネンスケア推進事業の取組み紹介を目
的に、市内事業所の3割しか算定していないH30年に新設され
た介護報酬についての研修会を行いました（56名）。
【排せつケア在宅訪問事業（介護用品給付事業）】
　申請者全ての在宅現場に必要回数訪問し、介護予防・介護
負担軽減・生活の質の向上の視点で、在宅での排せつケアの
助言・指導を行いました。
必要最低限かつ適切なおむつ利用を目的に、紙おむつ等を給
付しました。（延べ給付件数619件）

　認知症の早期発見・早期治療・早
期支援につなげるために、脳の健康
チェック・もの忘れ相談会を実施しま
す。認知症についてのミニ学習会や
チェックカードを使った検診、ミニ予
防教室を行い、もの忘れ予防に関す
る意識向上を図ります。

一次スクリーニングの「脳の健康チェック」を15回（222
人）実施し、その結果、二次スクリーニングが必要な
方へ「もの忘れ相談会」を案内し、5回(7人)実施しまし
た。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

20
地域認知症サ
ポートチーム

福祉課（地域支援担
当）

継続

これまでサポー
トチームが初期
集中支援チー
ムを兼ねるとし
ておりました
が、早期から適
切な支援がで
きるようサポー
トチームから独
立した初期集
中支援チーム
を設置します。

21
介護予防サービ
ス

福祉課（介護保険担
当）

継続 無

22
あんしん介護創
造事業（介護相談
員派遣）

福祉課（介護保険担
当）

継続 無

23
介護給付費の適
正化

福祉課（介護保険担
当）

継続 無

あんしん介護相談員が介護施設等
へ訪問し、利用者からの話を聞くこと
で利用者の疑問や不満・不安等を解
消する相談活動を行います。利用者
の相談等から課題を見つけ、介護施
設等と連携しながら解決の方策を提
案する等の橋渡しを行うことで、介護
サービスの質の向上を図ります。ま
た、利用者の権利擁護や事故等を
未然に防ぐとともに、より良いサービ
スを利用できる環境づくりに貢献して
いきます。

令和2年度以降新型コロナウィルス感染拡大の影響
により、事業所からの要請に基づき派遣を見合わせ
ていましたが、順次派遣の受け入れ再開が進み、419
回の訪問活動を実施しました。

介護給付の適正化を図ることによ
り、不適切な給付を削減する一方
で、利用者に対する適切な介護サー
ビスを確保し、介護保険制度の信頼
感を高めるとともに、介護給付費や
介護保険料の増大を抑制することを
通じて、持続可能な介護保険制度の
構築を目指します。
具体的には、次の3つに取り組み、
費用対効果など見極めながら効果
的な適正化事業の推進を図ります。
①   要介護認定の適正化
②   ケアマネジメント等の適正化
③   事業者のサービス提供体制及
び介護報酬請求の適正化

①要介護認定の適正化
認定審査会委員研修（2回）及び、主治医委意見書
（5,448件）・調査票（5,448件）全件の点検を実施しまし
た。

②ケアマネジメント等の適正化
ケアプランチェック（71件）、住宅改修・福祉用具購入
に係る審査（住宅改修495件・福祉用具483件）を実施
しました。

③事業者のサービス提供体制及び介護報酬請求の
適正化
事業所への実地による運営指導を26事業所、集団指
導を2回実施しました。

認知症の人やその家族に早期から
適切な支援ができるように、医療と
介護が連携した「地域認知症サポー
トチーム」を設置しています。チーム
は、認知症サポート医、認知症専門
医、認知症疾患医療センター、認知
症コーディネーターで構成されてい
ます。

脳の健康チェックや相談を通して把握した当事者や
家族を、もの忘れ相談会等を通してサポートチーム
の医師と早期支援につなげました。

介護予防サービスのうち通所介護
サービスと訪問介護サービスを、介
護予防・日常生活支援総合事業の
介護予防・生活支援サービスとして
実施しています。対象者は、基本
チェックリストの判定により支援が必
要と判断された人、または、要支援
１、２の認定を受けた人です。介護予
防サービスと同等のサービスを提供
する介護予防給付相当サービスの
ほか、サービスを提供する事業所の
人員等を緩和したサービス（基準緩
和型サービス）を設けています。

・介護相当サービス事業所数
　通所：42、訪問：54
　　（前年比±0、 +1）
・基準緩和型サービス事業所数
  通所：16、訪問：38
　（前年比△1、±0）
・介護相当サービス利用数
　通所：5,168件、訪問：5,641件
　（前年比　+132、 +27）
・基準緩和型サービス利用数
  通所：1,992件、訪問：5,370件
　（前年比　+24、△146）



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点
内容 R6年度実績

24
地域密着型サー
ビスの整備

福祉課（介護保険担
当）

継続 無

新規
事業

できる限り住み慣れた地域で在宅生
活が継続できるように、高齢者単身
世帯や高齢者のみ世帯、認知症高
齢者等を地域や在宅で支えるため
の、地域密着型サービスを中心とし
た介護サービス基盤の整備を推進し
ていきます。

R7年度に施設整備を行うため、R6年度に小規模多
機能型居宅介護（2カ所）、看護小規模多機能型居宅
介護（1カ所）、認知症対応型共同生活介護（18人
分）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（1カ所）に
ついて、施設整備法人の公募を行いました。2月に大
牟田市社会福祉施設等評定委員会を開催し、認知
症対応型共同生活介護（9人）、定期巡回・随時対応
型訪問介護看護（1カ所）を選定しました。



【基本目標２】健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会
（４）福祉・介護人材の育成・確保 P115～P116

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R7年度以降の

変更点

1
福祉・介護人材の
確保

福祉課（総務企画担
当、地域支援担当、地
域支援担当、障害福祉
担当）

継続

介護支援専門
員などの研修
受講費用や資
格取得に必要
な経費の一部
を市が助成す
る事業を開始し
ました（R7年度
新規）。

2
認知症コーディネー
ターの養成

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

新規
事業

内容 R6年度実績

国や県の支援制度を活用するとともに、
大牟田市介護サービス事業者協議会や
大牟田人材確保推進事業実行委員会
等と連携しながら、福祉・介護の会社紹
介や仕事の魅力発信等、人材の安定確
保のための事業に取り組み、サービスの
質の確保を図ります。

【総務企画担当】
国や県からの支援制度等の情報提供を行いました。

認知症の人とその家族を地域全体で支
援し、認知症になっても安心して住み慣
れた地域で暮らすことができるまちづくり
を推進するため、地域住民や介護現場
の職員に対して介護方法や対応策の指
導・助言を行うとともに、家族からの相談
に応じる等、認知症ケアの専門家を養成
します。

認知症の人の支援を通したまちづくりの推進者の育成を目
的として実施し、１８名（21期生8名、22期生10名）が受講し
ました。


